







































































































































































































































































１，８００，０００円超 ３，６００，０００円以下 収入金額×３０％ ＋ １８０，０００円
３，６００，０００円超 ６，６００，０００円以下 収入金額×２０％ ＋ ５４０，０００円
６，６００，０００円超１０，０００，０００円以下 収入金額×１０％ ＋ １，２００，０００円








































































































































































































































































































































































































































































































所得階層 青色申告者 白色申告者 合 計
５０万円未満 ５４５ ４３０ ９７５
５０～９９ ３５３ ２７９ ６３２
１００～１４９ ３１４ ２４８ ５６２
１５０～１９９ ２６４ ２０９ ４７３
２００～２４９ ３０３ ２４０ ５４３
２５０～２９９ ２２６ １７９ ４０５














































区 分 世帯数（万世帯） 平均農業所得（万円） 総額（億円）
専業農家 ４０．３ ２３１．１５ ９，３１５．３４５
第１種専業農家 ２３．７ ５２７．１５ １２，４９３．４５５
第２種専業農家 １０５．９ ５１．６ ５，４６４．４４














所得階層 青色申告者（人） 白色申告者（人） 合計（人）
１００万円未満 ６，９３９ ５，５５２ １２，４９１
１００～１９９万円 １８，７０８ １４，９６７ ３３，６７５
２００～２９９万円 １６，５５０ １３，２４０ ２９，７９０
３００～３９９万円 １２，２８８ ９，８３１ ２２，１１９


















区 分 １９９２年 １９９７年 ２００７年
（事業所得）
所得総額 ２５兆９，９６４億円 ２１兆３，７５４億円 １８兆６，１１９億円
課税最低限以下の控除分 △５兆７，３０６億円 △５兆５，２５６億円 △４兆８，３３０億円
課税ベースとなるべき所得 ２０兆２，６５８億円 １５兆８，４９８億円 １３兆７，７８９億円
税務当局によって捕捉された所得 １３兆６，７８５億円 １２兆１，６０８億円 １１兆７，４５４億円
捕捉率 ６８％ ７７％ ８５％
（農業所得）




第２種兼業農家の控除分 △１兆４，４２２億円 △８，８８５億円 △５，４６４億円
課税ベースとなるべき所得 ３兆０，８８０億円 ２兆７，１０７億円 １兆９，７８９億円
税務当局によって捕捉された所得 １兆０，４８３億円 ８，０２４億円 ７，１６４億円
捕捉率 ３４％ ３０％ ３６％
（給与所得）
給与総額 ２１６兆２，０１３億円 ２４２兆２，６２０億円 １９２兆１，６１４億円
税務当局によって捕捉された所得 ２１５兆３，２１１億円 ２４１兆９，３０７億円 １９８兆５，１３３億円





































































































































































































































年間収入額 年 間 支 出 額 （Ｂ）
（Ａ） 衣料品 身の回り品 理容・洗濯 文具 新聞・書籍 こづかい つきあい費 計（Ｂ）（Ａ）
万円 千円 円 円 円 円 円 円 円 円 ％
Ⅰ（ ～４４５） ３，５４４ １２，５０５ ６，８４１ ９，４０９ ９２０ ３８，５６４ １４９，８９８ ４，５３８ ２２２，６７５ ６．３
Ⅱ（ ～５８６） ４，７６２ １８，４０８ ８，９７２ １２，５１９ １，２２６ ４６，８３２ ２１４，８２４ ８，６２３ ３１１，４０４ ６．５
Ⅲ（ ～７３８） ５，８６２ ２２，９４１ １１，５５０ １６，０６６ １，４３８ ５３，７６８ ２６９，３９１ １３，０７８ ３８８，２３２ ６．６
Ⅳ（ ～９５０） ７，１７０ ３１，９１６ １４，６４３ １９，９９３ １，６９５ ６２，９３４ ３５７，１７２ １８，１９０ ５０６，５４３ ７．１
Ⅴ（９５０～ ）１０，１３５ ５２，１２５ １９，９０５ ２８，１９９ １，６６５ ７３，３３５ ５０３，６０９ ３３，９３９ ７１２，７７７ ７．０





































































































































































































































































































































































































































































































































（４７） Richard Goode, “Individual Incode Tax” p. 18, 翻訳・グード（塩崎潤訳）『個人
所得税』（１９６２）。
（４８） 植松守雄『四訂版 注解 所得税法』大蔵財務協会，平成１７年，１４８頁。
（４９） 新井隆一「前掲注（２８）」１２６頁。
（５０） 碓井光明「所得税における必要経費」『租税法研究』第３号，７９頁。
（５１） 石島弘『課税権と課税物件の研究』信山社，平成１５年１月１０日，２９３頁。
（５２） 総務省の行っている統計調査。
（５３） 税制調査会答申「わが国税制の現状と課題―２１世紀に向けた国民の参加と選
択―」平成１２年７月１４日，１００頁。
（５４） わが国の場合，上限に設定がなく，収入の５％の控除が認められている。
（５５） 北野弘久『税法学の実践論的展開』勁草書房，平成５年，１６４頁。
（５６） 水野正一「大嶋訴訟大法廷判決と給与所得控除」『ジュリスト』８３７巻，３８頁。
（５７） 藤田晴「所得税の改革」『ジュリスト』８７４巻，２４頁。
（５８） 新井隆一『税法からの問 税法からの答』成文堂，１３３頁。
（５９） 阿部泰隆「給与所得者の必要経費とは―その範囲の考え方と上乗せ実額控除
の提案」税務弘報３５巻，１８６頁。
給与所得控除の本質と当該控除縮減による制度効果
２２５
（６０） 金子宏「租税法の分野における所得の性質の違い等を理由とする取り扱いの
区別と憲法十四条一項適合性の判断」『判例時報』１２０１号，１６８頁。
（６１） 現在も一定の金額を越えた給与所得者や２箇所以上から収入があるものは確
定申告をしている。しかし，数は少ない。
研究年報 社会科学研究 第３１号（２０１１年２月１５日）
２２６
